
１ 国民健康保険制度改正の概要について 

⑴ 国民健康保険制度の課題 

■国民健康保険制度は、他の医療保険に加入している者を除いた全ての住民を被保険者

としていますが、様々な課題を抱えています。 

【課題】 

年齢構成・医療費が高い。 

 

財政運営が安定しない。 

 

市町村間の格差が大きい。 

 

⑵ 国民健康保険法等の一部を改正する法律（平成２７年５月） 

■財政運営及び事業運営の両面にわたる抜本的な改革を実施。 

 毎年約 3,400 億円の公費の拡充 

  

国民健康保険の都道府県単位化（平成３０年度から）⇒都道府県は財政運営 

  

市町村は、資格管理、保険給付、保険料率の決定、賦課・徴収、保健事業等を実施 

■イメージ図 

【現行】              【改革後】 

市町村が個別に運営         都道府県は財政運営責任を担う中心的役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 改正後の国民健康保険財政のしくみ 

■都道府県は、財政運営の責任主体となる。 

 都道府県は、国民健康保険特別会計を設置し、「歳入」と「歳出」を管理する。 

  

都道府県は、市町村ごとに事業費納付金の額を決定する。 

  

都道府県は、保険給付費に必要な費用を、全額市町村に交付する。 
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■イメージ図 

 

都道府県の国保特別会計 
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               納付金      交付金 

市町村の国保特別会計 
       

      保険料軽減等に係る公費 

        

 

 

 

⑷ 都道府県と市町村の役割分担 

 

 

 

 

 都道府県の主な役割 市町村の主な役割 

① 財政運営 
市町村ごとの納付金の額を決定 

（医療費水準、所得水準を反映） 
事業納付金を都道府県に納付 

② 資格管理 

国保運営方針を作成。これに基づ

き、事務の効率化、標準化、広域

化を推進  

資格を管理し被保険者証を発行 

③ 保険料決定 

賦課・徴収 

市町村ごとの標準保険料率を 

算定 

標準保険料率を参考に保険料率

を決定し保険料を賦課・徴収 

④ 保険給付 
給付に必要な費用を、全額、市町

村に交付 
保険給付の決定 

⑤ 保健事業 市町村に対し、必要な助言・支援 
被保険者や地域の特性に応じた

きめ細かい保健事業を実施 
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収入    支出 

（保険料等）   （保険給付費等） 

 

保険給付に

必要な費用

を、全額交付 

保健事業、葬祭諸費等 

収   入         支   出 

 



２ 事業費納付金と保険料 

⑴ 事務のフロー 

 

① 県全体の保険給付費（医療費）を推計         

     療養給付費等負担金、前期高齢者負担金等を加減算 

  

 

 

② 県全体の納付金算定基礎額（市町村に割り振る納付金の総額）を算出 

     高額療養費負担金等を加減算 

 

 

 

③ 市町村ごとの事業費納付金を算出                  

     特別調整交付金等を加減算 

 

 

 

④ 市町村ごとの保険料収納必要額を算出 

    ３方式により収納率を加味して、市町村ごとの標準的な保険料率を算定 

 

⑵ 事業費納付金と保険料収納必要額 

 

 

納付金算定基礎額 
療 養 給 付 費 等 

負担金などの公費 
前期高齢者交付金 

  

各市町村に案分 

 

 

Ａ 市 

 

Ｂ 町 

 

Ｃ 村 

 

 

国から市町村に交付される公費 

（特別調整交付金など） 

公 費 

保険料 

収納必要

額 

   保健事業、葬祭諸費等、市町村で賄う給付等 

 

 

 

 

 

 納  付  金 

 

県全体の保険給付費（医療費）等を推計 



⑶ 愛知県による試算 

９月１２、国民健康保険事業費納付金等の試算結果の提示がありました。 

■事業費納付金と保険料収納必要額（清須市） 

事業費納付金         … ２，００１，３０１千円(基本) 

市町村に交付される公費    …   ３３１，６３９千円(減算) 

保健事業等保険料で賄う給付  …    ７０，２２３千円(加算） 

保険料収納必要額（軽減前）  … １，７３９，８８５千円 

 保険料調定必要額（軽減前）  … １，８７１，０４６千円 

※県の示す収納率（被保険者１万人～５万人の市町村）…９２．９９％ 

（参考） 

２９年度現年調定額      … １，４２０，９７１千円 

■標準保険料率（清須市） 

 

応 能 割 応 益 割 

所 得 割 資 産 割 均 等 割 平 等 割 

標準保険料(税)率 １０．８４％ ０％ ４５，８１７円 ３０，８３２円 

現 行 税 率 ７．２０％ ４２．３％ ２８，２００円 ２９，４００円 

【３方式による賦課】 

○愛知県は３方式による保険税の算定方式を示している。 

○担税力を固定資産の所有に求めることに無理があったが、解消される。 

 ○本市外に所有する固定資産は保険税算定の対象外であったため、不公平感が解消さ

れる。 

○固定資産税との重複課税と思われていたことが解消される。 

○他の保険と同じように資産割がなくなったため、不均衡感が解消される。 

 

⑷ その他 

〇市町村で行っている赤字補填や、保険料の負担軽減を図るため等の理由で行っている

法定外繰入は、解消・削減に向けた取り組みを計画的に進めることが示される見込み。 

〇原則５年以内に赤字や法定外繰入の解消・削減を目指すことになる見込み。 
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